
支払賃料等

　　　　　　　　　　　　　 支払賃料（月々の賃料）

          実際実質賃料

礼金、権利金の運用益及び償却額

　賃料評価として、継続賃料評価は過去からの賃貸借の継続性についての分析が非常に重要であり、そのため過去時点
となる直近合意時点（契約締結時点等）と現在時点となる価格時点とにおける賃料変動の推移を的確に評価に反映させる
必要があります。
　したがって、継続賃料評価は過去からの契約締結の経緯（賃料の粘着性）等に関する分析が重要となる難易度の高い評
価であることから、賃料実務の経験と知識が顕著に現れる評価であります。

(※) 保証金の償却額及び更新料の償却額

共益費超過分（賃料相当額）

共益費（借主負担部分／清掃衛生費等）

（※）保証金の償却額とは、賃貸借期間満了時に貸主に帰属する保証金部分
に対する償却額であり、まず契約期間に対応する年賦償還率を乗じ、さらに数
年後に償却される保証金ですので、現在時点に割引くための複利現価率を乗
ずることにより保証金の償却額を査定します。
　また、更新料の償却額とは、賃貸借契約が長きに亘る場合に授受がなされた
すべての更新料を加味するというもので、これは賃借人が賃貸人の資産形成
に何らかの貢献度があったことを認めるものであることから、今までの授受が
なされたすべての更新料を考慮し、更新期間に対応する年賦償還率を乗ずる
ことにより査定を行います。なお、更新料は既に受け取っている一時金ですの
で、現在価値に割引くための複利現価率は乗じません。

【　現行賃料の減額を求めることができるケース　】
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　　　　差額配分法による試算賃料

（高く取り過ぎていた部分）＋貸主帰属分差額賃料

共益費（借主負担部分／清掃衛生費等）
出　維持管理に要する費用

維持管理費（貸主負担部分／賃料徴収代行費等）

敷金、保証金の運用益

　　   入　実際実質賃料　　　

共益費超過分（賃料相当額）

実際実質賃料

差額配分法

正常実質賃料　－　実際実質賃料　＝　差額賃料
実際実質賃料　±　貸主帰属分差額賃料　＝　差額配分法による試算賃料

正常実質賃料 積算法、賃貸事例比較法を適用し試算を行います。

　差額配分法は、正常実質賃料と実際実質賃料との差額のうち、貸主に帰属する部分を実際実質賃料に加減し試算賃料を求める手法
です。


